
（ 平 成 ２３ 年 ２ 月 ２８ 日 現 在 ）

  

科             目  金         額 科             目  金         額

 流    動    資    産 　 860,128,334       流    動    負    債 　 246,203,927      

　 29,656,804        　 83,522,548        

　 221,139,620      　 101,819,861      

　 13,571,685        　 39,223,873        

　 25,627,017        　 13,032,835        

　 59,062,614        　 904,810            

　 13,857,067        　 7,700,000         

　 7,868,975          固   定   負   債 　 121,023,785      

　 7,441,000         　 120,566,525      

　 13,310,939        　 457,260            

　 470,000,000      　 367,227,712      

　 192,613            

△ 1,600,000         

 固    定    資    産 　 502,199,580      

   有 形 固 定 資 産 　 291,229,344      

　 71,720,446        

　 214,448,712      

　 5,060,186          株　　主　　資　　本 　 995,574,795      

   無 形 固 定 資 産 　 44,441,827        　 96,000,000        

　 43,340,945        　 899,574,795      

　 1,100,882         　 24,000,000        

　 166,528,409      　 875,574,795      

　 6,071,503         　 478,000,000      

　 1,336,360         　 397,574,795      

　 67,709,913         評 価 ・ 換 算 差 額 等 △ 474,593            

　 91,410,633        その他有価証券評価差額金 △ 474,593            

　 　 995,100,202      

　 1,362,327,914   　 1,362,327,914    資 産 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

繰 延 税 金 資 産

差 入 敷 金 保 証 金

投 資 有 価 証 券 別 途 積 立 金

純 資 産 合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金

純      資      産　　　の       部

器 具 及 び 備 品

出 資 金 繰 越 利 益 剰 余 金

資 本 金

ソ フ ト ウ ェ ア 利 益 剰 余 金

施 設 利 用 権 利 益 準 備 金

貸 倒 引 当 金

建 物

機 械 及 び 装 置

退 職 給 付 引 当 金

未 収 入 金 長 期 未 払 金

預 け 金 負 債 合 計

商 品 未 払 法 人 税 等

そ の 他 の 流 動 資 産

原 料 預 り 金

貯 蔵 品 賞 与 引 当 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

製 品 未 払 費 用

貸　 借 　対 　照　 表

（単位：円）

資         産         の         部 負         債         の         部

現 金 及 び 預 金 買 掛 金

売 掛 金 未 払 金

投資その他の資産投資その他の資産



（ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 ）（ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 ）（ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 ）（ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 ）

１. 資産の評価基準および評価方法

有価証券の評価基準および評価方法

決算日の市場価格等に基づく時価法 
( 評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法
により算定)

たな卸資産の評価基準および評価方法

（収益性の低下による簿価切下げの方法）

２. 固定資産の減価償却の方法

定率法を採用しております。
(リース資産を除く)

定額法を採用しております。
(リース資産を除く) なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に

基づく定額法によっております。

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有する固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス
・リース取引のうち、リース取引開始日が「リース取引に関する会計基準」（企業
会計基準委員会 平成19年３月30日改正 企業会計基準第13号）の適用初年度開始前
のリース取引については、通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理によって
おります。

３. 引当金の計上方法

債権の貸倒に備えて、一般債権については税法基準（法定繰入率）により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能
見込額を計上しております。

従業員等に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額基準により設定
しております。

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および
年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められ
る額を計上しております。
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
(９年)による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数(９年)による定額法により翌事業年度から費用処理することとしており
ます。
(追加情報)
東急ストア企業年金基金が、平成23年３月31日付で厚生労働省から解散認可
を受けたことに伴い、当社は、平成23年４月１日付で新退職給付制度へ移行
いたしました。

 新制度への移行に伴い、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企
業会計基準委員会　平成14年１月31日　企業会計基準適用指針第１号）を適

 用しております。
これにより、税引前当期純利益が６２百万円減少しております。

 個　 別 　注　 記　 表  個　 別 　注　 記　 表  個　 別 　注　 記　 表  個　 別 　注　 記　 表 

無形固定資産

貸 倒 引 当 金

賞 与 引 当 金

そ の 他 有 価 証 券
時 価 の あ る も の

評 価 基 準 原 価 法

商 品

原 料 総 平 均 法

評 価 方 法

退 職 給 付 引 当 金

最 終 仕 入 原 価 法
製 品 総 平 均 法

貯 蔵 品

有形固定資産

総 平 均 法

リ ー ス 資 産



４. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

（ 株主資本等変動計算書に関する注記 ）（ 株主資本等変動計算書に関する注記 ）（ 株主資本等変動計算書に関する注記 ）（ 株主資本等変動計算書に関する注記 ）

１. 事業年度の末日における発行済株式の数
普通株式 141,000株

２. 事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

普通株式

消費税等の会計処理

配当額(円)

852

１株当たり配当金の総額
株式の種類決　　議

(千円)

120,132
臨 時 株 主 総 会
平成22年8月6日

効力発生日基準日

平成22年8月27日平成22年8月6日
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